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   In recent years the Internet has come to be used extensively in our daily life. This has caused the 

reduction of dependence on existing mass media, such as television, newspapers and magazines. The 

amount of these changes varies with connection methods to the Internet. Generally, changes tend to appear 

larger in the case of a fixed connection method, such as CATV Internet, rather than in the case of a general 

telephone circuit connections. As 2000 is the first year of the broadband era and further increase of Internet 

dependence is expected, the shift of media usage to the Internet or further re-distribution of time of media 

usage is a very interesting topic. 

 In order to explore the changes in media usage, actual situations concerning media usage in daily life 

were investigated. By applying use and gratification analysis to the investigated data, changes of 

satisfaction through shift in media usage were made clear, and some key factors were derived. Data about 

the actual condition of media usage in Chigasaki City are included as an appendix.

はじめに

近年はインターネットの利用拡大が進み、生活面での利用定着が進行 している。それ ととも

に生活時間の配分 に変化が起 こり、その一環 としてテレビや新聞、雑誌 などの既存のマスメディ'
アの利用が減少 し、インターネットへの移行が生 じつつある(例 えば、橋元他2001、 吉井他2000、

田崎他2001)。 またこれらの変化 はインターネット接続法によ6て 異な り、一般の電話回線経 由

(従量制)と ケーブルインターネ ット経由(固 定制)の 比較では、後者の方が有意に減少の仕方が

大 きい(川 本他2000)。 また最近筆者 らは、情報入手 に関す るメディア利用ない しはメデ ィア依

存は、インターネットを利用するようになると、主 にはインターネ ット依存の増加、テレビ+新

聞(巻 末注)、 本 ・雑誌、会話のメディア依存の減少の形で変化が起 こることを報告 している(入

ッ橋他2001)。 これらの様 々な調査結果は、インターネットの利用時間の増大 とともに、既存の

メディア利用 の減少が促進 されることを明示 している。2000年 がブロー ドバ ン ド元年 と言われ、

今後 さらにインターネッ ト依存 の増大が見込 まれる中で、既存メディアか らインターネットへの

利用の移行、 ないしはメディア利用の時間の再配分の進行は、極めて興味ある問題である。そ こ

でこの様 に進行 しつつあるメディア移行のメカニズムを探 る目的で、生活 レベルでのメディア利
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用の実態 を調査 し、分析 を試みた。 この種の研究意図はまだ試み られては居 らず、未熟 な段階で

あるが、興味ある知見が得 られているので、ここに報告する。なお今回の調査では対象地域の茅

ヶ崎市のメディア利用の実態に関するデータも得ているので、それらを付録 として掲載すること

とした。

1.調 査 の概 要

調査地域 としては、多チャンネル ・ケーブルテレビの普及が進展 し、他の新たなメディア利用

の進展 も期待 される点か ら、大学の地元の茅 ヶ崎市 を選んだ。茅 ヶ崎市120町 丁の中から12町 丁

を無作為で選択 し、さらに16歳 以上69歳 以下を条件 に1000標 本 を目標に標本抽出を行い、結果的

には1017票 を抽出し、2001年3月 に郵送法で調査 を行 った。回収数は316票 、有効回収数は304票

で有効回収率は30.0%で あった。

主な調査項 目は、新聞の利用、テレビ視聴、地上波放送以外のテ レビ利用、雑誌の利用、移動

電話 ・メール ・ウェブの利用、インターネッ トの利用、メディア利用の変化、フェースシー トで

ある。

2.イ ンターネッ ト利用に伴 うメデ ィア利用 の変化

インターネットの利用に伴ってメディア利用等の時間が変わることを予想 しているが、その調査

結果を図1に 示す。インターネット利用者のみを対象に した調査項 目で、対象 としたメディアはテ

レビ、新聞、家族会話、パソコン以外の雑誌、パ ソコン雑誌 を取 り上げている。さらに参考 とし

て睡眠時間も取 り上げた。集計結果では20%前 後の人が、テ レビ視聴時間と睡眠時間が減少 した

と答えている。調査では変化 した時間を聞いてお り、テレビの場合は19人 が平均で67 .1分/日 減

少、睡眠の場合は15人 が58.1分/日 減少 したことになっている。他の項 目では減少者は10%弱 に

とどまっている。

他方でパ ソコン雑誌閲読時間は3割 程度の人が増えたと答えてお り、増 えた時間は27人 の回答

者で平均69.8分/週 である。インターネ ットを使 うようになるとパソコンの知識が必要 になるた

めに、パソコンの雑誌はかなり読むようになることを示 している。

この ように見て くるとテレビの時間減少が人数、量 ともに最 も大 きくなっていることが分かる。

テレビはインターネットの影響 を最 も受けやすいメディアと見 られる。以下では視聴時間の減少

に着 目し、減少 グループ(N=25以 下減少Gと 略記)と 不変グループ(Nニ96以 下で不変Gと 略記)

の特性 を比較することによって、その減少のメカニズムを探 る。
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図1イ ンターネット利用に伴う消費時間の変化N=124
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□ かなり減った 圏 少し減った 慧 変わらないZ少 し増えた 叢 かなり増えた

なおインターネット利用者のホームページ(以 下でHPと 略記)閲 読時間と電子メール利用時間

を回答か ら推定 して表1に 示す。減少Gの 利用時間は不変.Gよ りも大 きく、これがテレビ視聴の

減少 を引 き起 こしているもの と理解で きる。ただ し減少Gの 合計9.7時 間/週 と不変Gの 合計6.0

時間/週 の差 は3.7時 間/週 は、67.1分/日 よりは小 さい ものである。 この辺は今後のより正確 な

把握が必要である。

表1HP閲 読時間 と電子 メール利用時間(時 間/週)

全体 減少G
・

不変G

HP閲 読時間* 35 6.0 3.0

電 子 メ ール利 用時 間
i

3.2 3.7 3.0

(注)HP閲 読 時間は有意差がある。

3.幽HPの 見 方

筆者は以前 に、テレビ視聴のある傾向がケーブルテ レビの加入を有意に促進する先有傾向の役

割 を果た していることを見いだ している(入 ッ橋2000)。 言ってみればテレビ視聴の傾向がメデ

ィアの採用を左右するということであった。そこで今回もHPの 閲読の傾向がHPの 利用の仕方を

左右する可能性があると想定 し、テレビ視聴傾向の設問を参考にして、HPの 見方の分類 を作成す

るための設問 を用意 した。それらの設問と集計結果を図2に 示す。

設問の数は同図で示されているように11個 設け、回答者の経験頻度 を、「1.よ くある」～ 「3.

あまりない」 まで3段 階で質問 した。その選択肢の平均値 を、回答全体、減少G、 不変Gの3グ ル
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一プについて示 している。 この図では全体の平均値が小 さい順(よ くある順)に 並べ ているが、

HPの 見方 にはグループ問で大 きい差がある項 目があることが分かる。その傾向を次の ようにまと

めることが出来る。

①減少Gは 全体の右 にあ り、不変Gは 左 にある。 したがって減少Gは それぞれの見方の傾向が

強 く、不変Gは 弱い。「e.当初の用事が済むとHP閲 読 を止める」だけが例外である。

②a.とc.は 平均値の検定 に有意差があ り、さらに項 目のi,g,h,kに は有意差に準 じるグループ間

の差がある。これらは2つ のグループの相違を特徴づける項 目である可能性が高い。

図2ホ ームページの見方の平均値の分布

e.当 初の用事が済むとHP閲読 を止める

i.欲 しい情報があるとまずHPを 見る ÷

a.幾つかφへ。一ジを習慣的に見る 牌

f.用事でHPを利用、ついでに他へ。一ジを見る

b.まず検索へ。一ジを見て面白いへ㌧ジを探す

d.HPを 見ていて時間が立つのを忘れる

g.コンビ。ユータを使 うと何 とな く鯉を見 る+

j.見 るサ仆を雑誌や新聞で事前に決める

h.特 にすることがない とHPを見る+

k.つ まらなくてもつい色々なへ。一ジを見る+

c.TVの ながら視聴のようにHPを見 る 紳

○

そこでこれらの設問に因子分析 を用いて、HPの 見方 に関する概念の集約 を試みた。因子分析の

結果を表2に 示す。ここでは3個 の因子を抽出 し、その因子の解釈を示 してい るが、それらは環境

閲読、用 件閲読、興味探索閲読 と呼ぶのが適切 と思える因子である。この3個 の因子でこれらの設

問の回答の分散の52.1%が カバーされている。

表2HPの 見方の因子 と対応 する変数

因子(平 方和、寄与率) 対応する変数(係 数の大きい順 ↓→ ↓)

第1因 子(3,11,28.2%) g.コンピュータ利用時に何 とな く見るc.な が ら視聴的に見る
1.環 境 閲読 h.特 にすることがな く見るk.つ ま らなくて も見る

£用事のついでに見るd.HPを 見 て時間を忘れる

◎HPが 一種 の生活の環境 になっているような見方

第2因 子(1.46,13.2%) e.当 初用事での閲読j.見 るサイ トを事前 に決める

2.用 件 閲読 i.情 報 が欲 しいとまずH:P

◎ 用件があってHPを 見 るが、済むと止める見方

第3因 子(1.17,10.6%) b。まず検索サイ トでページを探す

3.興 味探索閲読 a幾 つかのHPを 習慣的に見る(一)(注)

◎検索サ仆で興味あるページを探しながら見る見方

(注)平 方和 と寄与率はバ リマ ックス回転後の値である。寄与率の合計は52.1%で ある。

a.(一)は 、因子負荷 の値が負で、逆の方向を示 している。
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つぎにこれ らの因子の因子スコアが減少Gと 不変Gで どの様 に異なるかを示 したのが、図3で あ

る。3つ の因子軸上に、それぞれのグループの平均俥をとっている。因子スコアは標準化 されてお

り、元々のデータは 「1.よ くある」～ 「3.あ まりない」 なので、負で絶対値が大 きいほ どに、

その傾向が強いことになる。 したがうてこの図は外側ほ ど傾向が強いことを示 している。 また因

子軸 の0の 位置はインターネット利用者の平均像 を示すことになる。さらに因子軸名の横 に*を

示 しているが、これは平均値の差の有意性 を示 している。

以上 を前提 にこの図を見ると、興味ある傾向を見ることが出来 る。 まず第一は環境閲読で、 こ

の傾向は減少Gの 方が有意に強い。それに対 して第二因子の用件閲読では両者 にはほとん ど差は

ない。 ところが第三因子の興味探索閲読 になると減少Gは 傾向が弱 く、不変Gが 有意に強 くなる。

ところが0は インターネッ ト利用者の全体の平均を意味 しているので、不変Gは 平均像に近い。

したがって減少Gは 、環境 閲読の傾向が強 く、興味探索閲読の傾 向が弱いグループと見ることが

出来る。換言すればテレビ視聴か らHP閲 読 に移行する人たちは、

①HP利 用が一種の生活環境 になっているような見方をする傾向が強い人たち、

② まず検索 サイ トで興味 あるページ を探 し、次 に目的 とするペ ージを見 るとい う類 の見方 を

しない、

人たちと考えることが出来る。

図3HPの 見方 に関する因子スコアの平均値

環境閲読 纏一〇.8

用件閲読 興味探索閲読*

減 少GNニ22一 一 一。不 変GN=84

平 均 値 の 検 定:*:sig.≦o.05、**:sig.≦o.01

4.HPの 利 用満 足

HPを 見てそれからどの様な種類の満足 を得るかは、HPの 利用の仕方によって異 なるであろう。

見 るページによっても異な り、 したがって人によって様 々に異なることが考えられる。今 まで述

べて きた減少Gの 人たちは、不変Gの 人たちに比べてHPの 見方は大分異なることが分かっている

ので、その差を反映して、HPか ら得る満足の種類 も異なることが期待で きる。そこで本調査では、
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満足の得かたが どの様に異なるかを調べることにした。
'満足の種類 としては

、利便 性を中心 とした機能的満足 と、様々な心理的満足 を含む生活文化的

満足が考えられる。.これらの項 目(設 問)に ついてはマズローの心理学(ゴ ーブル1972>を 参考

にして、20個 の設問を設定 した。満足の種類 としては、知識欲、自己表現、成長性、公平性、癒

し、生活浸透、コ ンサマ トリー、自尊心、愛 ・集団帰属、科便性を考えた。

具体的な設問 と集計結果を図4に 示す。 ここでは実際の設問を短 く記述 して示 している。 しか

し例えば同図中の 「29i.感激するページがあるのがいい」は設問では、「29i.情報や情報交i換で感

激するページがあるのがいい」 と記述 し、「1.そ う思 う」か ら 「5.そ う思わない」 までの5段 階

で回答 を求めている。 この様な形で回答者がHPを 見ているときに 「感激するページ」 に出会 うこ

との有無 と、出会 うことの回答者 にとっての良さ ・満足具合 を聞いている。 これ らの回答 を集約

したのが同図である。この図から次の点を知 ることが 出来る。

①不変Gは 概 して全体の平均の左側にあるの に対 して、減少Gは 右側にあること。つま り減少G

は概 してHPの 利用 を好意的に評価 している。このことはこれらのデータに因子分析 を適用 した

場合 に抽出される因子スコアは、減少Gと 不変Gで はより大 きい統計的な差を作 り出す可能性

が大 きいことを示 している。

図4ホ ームページの利用評価の平均値の分布

29a.欲 しい情報が短時間で得 られ る

29b.最 新 の情報が得 られる

29d.趣 味 に役立つ情報が得 られる

29c.仕 事学 習に役立つ惰報が得 られる

29h.HPは 面 白い

2gj.好 み が合 うへ。一ジ があ る

30e.予 期 しない発見や展開がある

30d.HPで 色 々と触発される+

30h.情 報 交換 が気分転換になる

29f.情 報 を編集 ・配信で再利用できる

30b.居 心地 がいい冊が ある+

30f.情 軸 交換で考 えの成長を感 じる*

30g.情 報交換等で元気づけ られる

30c.HPで はコミュニケーションが しやすい

29i.感 激す るへ。一ジがあるのがいい ÷

29g.雑 誌やテレビの案内 をHPで 見 られる

30a.仲 間意識等を感 じることがあ る*

30」.情報交換で自分が他者の役に立つ牌

29e.予 約 ・買い物を済 ませ られ る.

30i.自 分の意見が他者 に受け容 れ られる*

432

5。よ く ない ← 評価 →1.よ い

一一 〇一一 全体N「109…-一 減 少 グ ルーフ。N=22一 ム ー一不 変 グルーフ。N=87

平 均 値 の 検 定:+sig.≦o.1、*:sig.≦o.05、**:sig.≦o.01

1
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②全体の評価の高い項 目(上 部)で は減少Gと 不変Gの 評価 には差はない。つま り誰で も評価する

共通性の高い項 目では両者には差 はない。 これ らは 「29a.欲 しい情報が短時間で得 られる」、

「29b.最新の情報が得られる」 などで、項 目を見 ると機能的利便性 に関する項 目であることは明

らかである。

③評価項 目の上から1/3辺 りか ら最下部の範囲では、両者の差は大 きくなり、両者の差が有意と

なる項 目もあ り、減少Gの 特徴が現れて くる。齟これらは 「30f情報交換で考えの成長を感じる」、

「30」.情報交換で自分が他者の役 に立つ」な どで、これらが減少Gの 特徴点を表わすことになる

と考えられる。

そこで前節 と同様 に因子分析 を行い、様 々な項 目を幾つかの因子に集約 しそ、議論 を簡略化

す ることを試みた。前述 した20項 目の評価デー タに因子分析 を適用 した結果を表3に 示す。全

体では5つ の因子が抽出されてお り、分散の7割 近 くがカバー されている。各因子の名称は、快

適 コミュニティ、相互啓発、情 報利便性、副次利便性、愛着で、左の評価の項 目群から作成さ

れてお り、そ・れそれ適切な因子の解釈が出来ていると考えられる・

表2利 用満足の因子 と対応する変数

因子(平 方和、寄与率) 対応する変数(係 数の大きい順 ↓→ ↓)

第1因 子(4.44,22.2%) 30b.居 心地いいページ30g.元 気 づけられる

快適 コミュニテ ィ 29i.情 報 交換で感激するページ3q.自 分 が他者に役立つ

30i.自 分 の意見が他者に認知30k.気 分転換 になる

30a.仲 間 意 識 が あ る30c.コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン しや す い

◎仲間意識と居心地感のあるHPで 情報交換 ・人脈が出来てコミュニ
ケーシ ョンが多面的に楽 しめる。

第2因 子(2.89,14。4%) 30e.予 期 しない発見がある30f情 報交換で成長する

相互啓発 30d.情 報交換で触発 される

◎情報交換によって予期しない発見や触発があり、成長感がある。

第3因 子(2.38,11.9%) 29a.情 報が短時間で得 られる29c.仕 事 や勉強に役立つ.

情報利便性 29b.最 新 の情報が得 られる

◎欲 しい情報、最新の情報、仕事や勉強に役立つ情報が簡単に得ら
れ る。

第4因 子(194,9.7%) 29e.予 約 ・買い物が出来る29g.雑 誌 やTVに 便 利な情:報

副次利便性 29fHP情 報 を編集再利用できる

◎予約や買い物に利用したり、HPの 情報を再利用したりする便利さ
がある。

第5因 子(192,9.6%) 2～著.好 みが合 うページがある29d.趣 味 に役立つ情報がある

愛着 29h.HPは 面 白い

◎ 自分のこだわりや好み、趣味が合い、かつ面白さがある。

(注)平 方和 と寄与率 はバリマ ックス回転後の値 である。寄与率の合計は67.8%で あ る。

次 ぎにこれ らの因子が減少Gと 不変Gで どの様 に異なる傾向を持 っているかを見るために、因

子スコアの平均値を調べた。その結果を図5に 示 している。5つ の因子軸は外側へ行 くほどに、そ

の因子の傾向が強まることを示 してお り、因子名の右 についそいる*や++の 印は、平均値の分

離の有意性 を示 している。また各因子軸の0は 全体の平均の位置を示 している。この図か ら分か

ることを以下 にまとめる。

①第1因 子:快 適コミュニティには有意差があり、減少Gで は明らかにその傾向が不変Gよ りも強い。

②第3因 子:情 報利便性は、①の場合 とは逆 に、減少Gで は平均近傍にある不変Gよ りも大分 と弱
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い。(サ ンプル数が少ないために有意性の点では断言 しにくい点があるが)

③全体 としては5つ の軸の2つ のグループの分布 の傾向から、不変Gは 情報 の利用効率 という利便

性 を評価 しているのに対 して、減少Gは 「HPを介 したコミュニティにいることが楽 しい」 とか、

厂相互に啓発がある」、「好みが合う」などの項 目を高 く評価 している。

図5利 用満足に関する因子 スコアの平均値

快適コミエティ*

相互啓発

情 報 利便 性++副 次 利 便 性

平 均 値 の検 定:++:sig.=o.12*sig.=o.05

この様 に見て くると、減少Gと 不変Gの 相違は明らかである。つまり不変GはHP閲 読を主 に機

能的な利便性の点で利用 している人々であ り、その点に満足 を得ている人々が多い。それに対 し

て減少Gの 人々は、機能的な利便性 より`もネットワークを介 した交流で得 られる様々なメリット

やこだわ りなど、生活に潔透 している文化的な効用を求めてHPを 利用している人々が多い という

ことである。換言すればテレビでは実現 していない双方向性のコミュニケーシ ョンを生か し、そ

の中に文化的価値 を感 じてHP利 用 を生活に浸透 させ ている人々が、テレビ視聴 を減少 させている

と考 えられる。

またこの様 なHPの 効用、ない しは人々の満足の実現 は、従来メディアで達成 されるものではな

く・インターネッ トになって初めて達成されている新規の効用であ り、従来メディアでは代替 し

難いことが分かる。

5.そ の他のインターネット利用での特徴点

以下では上述 したHPの 見方、HPの 利用満足以外 の点で、減少Gと 不変Gの ーインタいネッ ト

利用 に関する特徴 ・傾向を整理 してみる。

a.HPの 閲読ジャンル

調査では24個 の選択肢 を用意 して、制限無 しの複数回答で どの様 なジャンルのHPを 見 るかを聞
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いている。その結果は、減少Gの 方が閲読 ジャンル数 は有意に多 く(減 少G4.63、 不変G3 .66*)、

かつ減少Gは ニュース、音楽、レジャーが多い傾向にあった。'

b.定 期的に見るサイ ト数

調査では毎週決まってみるサイ トの数を調べているが、減少Gは 有意に多 く6.6カ所であ り、そ

れに対 して不変Gは2.7ヵ 所であった。

c.イ ンターネットの必要性

インターネ ットの必要性 をどの様に感 じているかを、「1.なくてはならない」、「2.あったほうが

いい」、厂3.なくてもいい」の3つ の選択肢:で調査 した結果 を図6に 示す。 この図 によると減少Gで

は4割 の人がインターネッ トを不可欠としているのに対 して、不変Gで は16%に 留まり、2グ ルー

プ間には有意差がある。いわばインターネッ トが生活に根付いている度合いの差を示 している。

図6TV視 聴時間の変化 とインターネッ トの必要性 λ2乗=★

減少GNニ25

不変GN=99

0

口 な くてはならない

20406080

比率%

蘯1あ った方がよい 黐 なくてもよい

100

d.イ ンターネットの利用環境

上に述べてきたように、減少Gは 概 してHP閲 読時間が長 く、不変Gに 平均で約半分程度である

ことが分かっている。それでは双方のグループでインターネットを利用する環境が どの様 に異な

っているかに関心がい く。

まずインターネッ トの利用場所であるが、表4に その集計結果を示す。この表によると、減少G

は 「家庭 のみ」の比率が若干小 さく、それに比べて 「家庭 と職場 ・学校ほか」の比率が高い こと

が分かる。

表4イ ンターネッ トの利用場所

グル ープ 家庭のみ 職場 ・学校のみ 家庭 と職場 ・学校ほか

減少GN=25

不 変GN=97

36.0

43.3

4.0

15.5

60.0

41.2

合 計Nニ122 41.8 13.1 45.1

次に家庭、職場 ・学校など、それ以外の場所 の3カ 所について、それぞれどの程度の時間比率で

インターネッ トを利用 しているかを聞いている。その集計結果を表5に 示す。同表によると、減少

G、 不変Gと もに家庭では約6割 、職場 ・学校では約4割 、その他の場所での利用はかなり少 なく、
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双方の差はほ とんどないことが分かる。 したがって減少Gで 家庭 と職場 ・学校 ほかの利用者が多

いとして も、職場 ・学校ほかでの利用比率が特 に大 きい訳ではない。平均像 としては、減少Gの

HP閲 読時間が不変Gの 倍程度長いわけだが、その結果は家庭でも職場でも不変Gの 倍程度の長さ

であることが分かる。

表5イ ンターネッ トの利用場所ごとの時間比率

グループ 家庭のみ 職場 ・学校 その他

減少GNニ25

不 変GNニ97

58.1

59.4

40.2

38.9

1.7

0.7

合 計Nニ122 59.1 39.2 0.9

次 に家庭でのインターネット接続が どの様になっているかを調べている。その集計結果は減少G

24名 、不変G78名 だが、固定料金のテレホーダイは減少Gが2人(8.3%)で 不変Gは1人(1 .3%)、

CATV回 線は減少Gが5人(20.8%)で 不変Gは14入(17.9%)で あった。 したがって特に減少Gで

あるから固定料金接続 を採用 しているわけではなかった。

八 ッ橋 ら(2001)に よるとCATV回 線等の固定接続のインターネッ ト利用者はHP閲 読時間が長

く、テ レぐ視聴時間減少の比率が高い(約40%)こ とが報告されている。 しか し今 回の調査では

固定接続のサンプル数が小 さいこともあってか、その様 な影響 を見ることは出来 なかった。今回

は双方のグループともに7割 から8割 の利用者が電話回線またはISDN回 線の利用者であ り、インフ

ラの差が グループ差 を促進 していることはなかった。

以上のa.～d.は 次のようにまとめることが出来る。

①減少Gと 不変Gの 相違 とインターネ ッ トの利用環境 は関係がない。両者の差 は利用者の特性

の違いから生 じている。

②減少Gは 閲読ジャンル数が多いことから、関心範囲が広い人たちである。

③減少Gは 定期的に訪れるサイ ト数が多 く、かつインターネ ットの必要性が強いな ど、イ ンタ
ーネッ トが生活に浸透 している度合いが強い人たちである

。

6、 テレビ視聴における特徴点

それではテ レビ視聴からインターネ ット利用に時間 を移行 させた減少Gの 人たちは、テレビ視

聴については どの様な特徴 を持 っているのだろうか。以下では減少Gと 不変Gの テレビ視聴 にお

ける相違点を中心に見てい く。

a.視 聴時間

まずテ レビの視聴時間を見ると、平均視聴時間は通常よりそれぞれ若干少ないが、減少Gは2 .7

時問/日 、不変Gは2.4時 間/日 で両グループには有意差はなかった。

b.視 聴チャンネル数

次 にテレビの視聴チャンネル数を説明する。まず地上波放送であるが、NHK総 合放送、NHK教

育テレビ、NTV、TBS、 フジテ レビ、テレビ朝日、テレビ東京、テレビ神奈川、放送大学までの9
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チャンネルの うち、週に1番 組以上見ている放送局を聞いたところ、減少G(25人)は 平均で5.2

チャンネル、不変G(99人)は4.1チ ャンネルで、減少Gは 有意に多かった。減少Gで は民放 の視

聴が多 く現れている。

次 に専門放送(こ こでは地上波以外の放送 を専門放送 として、CATV、CS放 送、BS放 送、BSデ

ジタル放送を扱 っている)に ついても同様に、週に1番 組以上 を見る局の数を聞いた。その結果、

減少G(14人)は 平均で3.4チ ャンネル、不変G(55人)は2.2チ ャンネルで減少Gの 方が多かった。

地上波放送 と専門放送の合計の平均値は、減少Gが85チ ャンネルで、不変Gの6.3チ ャ ンネル より

も有意に多かった。したがって視聴チャンネル数は、減少Gの 方が明らかに多 くなっている。なお

双方のグルーフ.ともに、CATVやCS放 送、BS放 送などの視聴環境その ものには相違はなかった。

c.視 聴ジャンル数

次 に視聴ジャンル数であるが、専門放送については21の 選択肢 を用 いて制限無 しの複数回答で調

査 をしているが、その結果ジャンル数は減少Gが4.2、 不変Gは2.8で あった。サンプル数が非常に

少ない状況での集計であるが、ほぼ有意差に準ずる水準のグループ差を生 じている(pニ0.0716)。

d.専 門放送の必要性

次にインターネットの場合 と同様 にして、専門放送の必要性 を聞いている。その結果を図7に 示

す。同図によると、減少Gで は43%の 人が専門放送を不可欠 と応 えている。それに対 して不変G

の方は、かな り少なく10%の 人がその様 に応 えているに過ぎない。

図7テ レビ視聴時間の変化 と専門放送の必要性 κ2乗=轍

減少GNニ14

不変GN=56

0

□ なくてはならない

2040

比率%

鬮 あった方がよい

60 80

§ミなくてもよい

100

e.テ レビ視聴で感 じる問題点

最後にもう一つ、利用者がテレビ放送のどの様 な点 を問題 として感 じているかを調べてい るの

で、その結果 を図8に 示す。調査では図の左 にある、例えば 「6£テレビの情報は偏 りがあ り、公

平 さに欠ける と感 じる」 ごとが 「1.よ くある」、「2.ときどきある」 または 「3.あまりない」 かを

聞いている。 その中で特 に差が大 きかった項 目を図に示 している。これによると明らかに減少G

はテレビ視聴 で不変Gよ り頻繁に問題 を感 じている。その内容は、「偏 りがあって公平でない」、

「種類が少な く正確でない」、「欲 しい情報が得に くい」、「要 らないもの も見て しまう」などで、利

用者の情報要求に合っていない傾向が強いことが分かる。

一191一



図8テ レビを見ていて感 じる問題点の平均値の分布

6f.丁鯖 報は偏 りが あ り公 平さに欠け る 料

6e.T鴨 報は種類が少 な く正確 さ に欠け る*

6c.TVで は欲 しい情報 が得 に くい*

6b.見 る必要のない番組 も見 て しまう 十

1

これまでのa.～e。 の減少Gと 不変Gの 比較から、次のような特徴点をまとめることが出来る。

Φ減少Gは 視聴 ジャンル数が多 く、視聴チ ャンネル数が多 いことから、不変Gに 比べ ると、関

心範囲が広 く、 さらに情報選択の意欲が強いということが出来る。

②減少Gは 専門放送の必要度がずっと高 く、 この点では情報を追求する意欲が強い と言 える。

③テ レビを見ていて感 じる問題点からは、減少Gの 人々が求める情報 とテレビ情報の不一致が

強い ことが認められ、減少Gの 人々は、各人にとってよ り適切 な、ない しはよ りフィットす

る情報 を求めて、他の情報源に移行する潜在的欲求があることが分かる。

全体 を通 してみれば、関心範囲が広 く、情報選択の意欲、情報追求意欲が高い人が、よ り適切
な情報 を求めて・テレビ視聴か らインターネッ ト利用 に自分め持ち時間を再配分 していると理解

することが出来る。

なお今回の報告で述べて きた減少Gと 不変Gは 、性別、年令、職業、学歴、世帯収入のどの点

においても有意差 を持つ ことはなかった。その点では減少Gと 不変Gの 分離は、かなり個人的な

特性によるところが大 きい と考えられる。

7.考 察

ここではこれまで述べて きた調査データの傾向 を集約 し、今後の研究の方向性 ・課題 をまとめ

るQ

まず最初はメカニズムに関する基本的な考え方である。調査では、減少Gは テレビ視聴におい

ては情報適性に関する不満傾 向があ り、移行 した先のHP閲 読では快適 コミュニティをは じめ とし

て、相互啓発、愛着などの生活文化的な満足 を実現 していることが明 らかになっている。この移

行 をどの様に解釈するか という点が問題である。これ らの満足 ・効用がテ レビ視聴で感 じている

不満点 とどの様 に対応 してくるのか、それとも単純な対応 にはならないのだろうか。この点につ

いて幾つかの可能性 を整理 してみると、次のようになるであろう。
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ケース1.テ レビへの不満とHPで の効用の対応関係が成 り立つ場合

テレビへ の不満は、情報選択意欲、情報追求意欲が高い人が、 より適切な情報 を求めに くい点

あった。それが快適コミュニティや相互啓発で解決 されると考えるのは次のような見方に よる。

適切な情報が得 られるとい うことは、その情報が疑問内容や必要 とするタイミツ グと対応づけら

れ、さらに 同時に情報の信頼性が保証 されることが必要である。実はこの様な条件を保証 して く

れる可能性 を持つのが、相互啓発や愛着 を伴 う人々の交流関係であり、今まで述べてきた快適 コ

ミュニテ ィである。必要な情報 は信頼で きる他者 との討論や種々の教示から得ることが出来 て、

さらに討論を通 じて相互啓発 し、好循環的に愛着が深 まることとなろう。この様にしてテ レビ視

聴が内包 していた問題が、HPの 利用で解決 されることになるのである。これが最初の考え方であ

る。

ケース2.テ レビへの不満はHPで の効用の一部と対応する場合

例えばテレビの問題は快適コミュニティで解決 されるにして も、同時に発生する 「居心地の良

さ」や 「こだわ り」などは、本来的にはテ レビとはあまり関係のない効用 と考えられる。 したが

って部分的には新たな効用がH:P利 用に発生 しているとい う解釈が成 り立つ。

そ もそ もインターネットに伴 うメディア利用の変化は、テレビとインターネットの問だけで生

じている問題ではない。入 ッ橋 ら(2001)に よると、HPの 利用に伴 う主なメディア利用の変化は、

大筋 としてはテレビ+新 聞、本 ・雑誌、家族や友人との会話が減少 し、HPが 増加する形で起 こっ

ている。 したがってこの場合には、テレビ以外の不満が新たにHPで 実現 される効用で解決 される

ことも起 こりうるのである。

このように見て くると、個々の4メ ディアでの不満が、HP利 用で解決 される訳で、HPの 効用は

このような関係を前提 として考えなければならなくなる。 この場合の研究の方法 としては、既存4

メディアの利用上の問題 とともに、4メ ディアの効用 も調査 し、 これ らの問題 と効用の両方がHP

の効用 と対応 してくる姿を明らか にすることで、移行のダイナミズムを理解することが出来るで

あろう。

ケース3.テ レビへの不満がHPで の効用 とは対応 しない場合

この場合 には既存4メ ディアの問題点 とHPの 効用の対応関係 はな く、ただし時間だけが整合的

に配分 される と考 えることになる。調査データの中には睡眠時間の減少がある。睡眠時間がイン

ターネッ ト利用 に移行する としたら、効用 に対応 を付けることは難 しい。ま たメディアの効用が

時代 の経過 とともに変化すると考 える場合 もある。例えば電話 は台数が少ない時代 には、・電話の

効用は利便性 で、人々は相互にシェア して利用効率を高めていたが、現在では 「お しゃべ り」が

中心 となるに至ってお り、効用そのものが変わってしまっている(吉 井1992)。 この様 な場合 には

対応関係を付 けることは出来ない。 またこの様な場合が、メデ ィアの社会へのインパ クトが最 も

大 きい普及形態となるであろう。

これらのケニスのどれが最 も有力かはまだ定かではない。またあるタイムスパンをおいて、ケ

ース1 .か らケース2.を 経てケース3.へ 徐々に移行することもあ り得る。いずれにせ よこの様な

枠組みを念頭 に置 きつつ、ケース2.に 対応 した研究 を進めることが有効 と考えることが出来る。

その中で、今 回の予備的な分析が垣 間見せた移行のメカニズムのより正確 な議論が出来ることと

なろう。
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さらに今後の課題 を加 えるとすれば、次のような点が上げられる。

①本研 究では網掛け式に多 くの満足要因 に関する設問.を設け、因子分析 を適用 して概念整理 を

行ってきている。 これは便法ではあるが、標準化 に伴 う不 便さもあ る。 その点では満足要因

の評価尺度を作成することが必要である。

②既存メディアか らインターネッ トへの移行 を促進す る環境 として丶固定接続がある。固定接続

環境下では、移行や満足変化の計測が よりや り易 くなる。この様な環境下での調査が望 まれる。

最後に本報告の調査は文教大学情報学部教育研究特別予算によって行われたことを付記 し、謝意

を表します。

(注)報 告によるとテレビと新聞はそれぞれが独立 に依存 を減 らすわけではな く、インターネット

の利用とともに新聞が減 ってテレビが増えることもある。ただし 「テレビ十新 聞」は減少

傾向があ り丶そこでここではテレビ+新 聞 とした。
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【付録】茅ヶ崎市のメディア利用状況

本研究では表記の調査を意図 して、茅 ヶ崎市民への調査 を行 ったが、同時にその過程で茅 ヶ崎

市民のメディア利用の現状 に関す るデー タを得ている。回収率が30%で 少々低いために、正確

な実態データとして解釈するには問題があるかも知れないが、おおよその現状 を理解する目的に

は十分である。そこで参考のために主なデータを以下に記載する。なおデータには、市民 を全体

とした ときにどの程度の比率になるか、 との観点 も重要であるため、全体の構成比 を表すグラフ

を添付 した。

1.テ レビ視聴の環境

図1に どの様な視聴の環境で市民がテレビを見ているか を示 している。BSは 地上波以外 にはBS

のみに加入 している人だが、CSデ ジタルはBSやCATVに 加入 している人 も含み、またBSデ ジタ

ルはBSに 加入 している人 も含 んでいる6地 上波放送だけの人はは1/3強、残 りの2/3近 くはより高

度は放送を見ている。BSデ ジタルはCATV経 由ではなく、アンテナでゐ視聴者である。大 きく見

れば、テ レビ視聴のメディア環境は、地上波のみ、BS、CATVの3つ である。ただ しCATVで はBS

を放送 しているので、BS視 聴は60%強 に達している。CATVも 相当に高い普及を達成 している。

付図1テ レビ視聴の環境

全 体(Nニ304)

0 20

[コ地上波のみ 鬮BS

4060

比率%

戀BSデ ジタル 圖CATV

80

鍛CSデ ジタル

100

2.イ ン ター ネ ッ ト

(1)利 用状況

市民のインターネット利用状況を付鹵2に 示す。調査時点2001年3月 末で利用者 は42.8%で 、か

な り高い水準 にある。利用率の推移 を示すのが付図3で 、 この図では他地域の調査データも加 えて

付図2イ ンターネッ トの利用状況

全 体(N=304)

0

口 現在利用

20406080

比率%

鬮 過去に利用した 鑞 利用 したことがない

100
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描 いて いる。相対的 に見て、茅 ヶ崎市 はイ ンターネ ッ トの利用 率が高い地域 で ある こ とが分か る。

なお2001年 度 のデ ータはいず れ も年 度途 中であ るため 、 それぞれ若干低 め に なって いる。 なお同

図 で諏 訪(00.12)と 高 知(01.05)は 川 本他(2000)、WIP(00.10)は 橋 元 他(2001)に よ る。

付 図3イ ンタ ー'・ トの1の

(2)利 用 機器

イン ター ネ ッ ト利用 のため の機 器 を付 図4に 示 す。 イ ンター ネ ッ ト利 用者 の50%強 が デス ク トッ

プパ ソ コン、2割 強が ノー トパ ソ コン、約15%が デ ス ク トップパ ソコ ンとノー トパ ソコ ンを示 す
。

ここ まで の9割 弱 が固定場所 で の利 用、残 りの13 .1%が 携 帯 ・PHSやPDAを 利 用す るモバ イル利用

者 であ る。 勿論 この 中にはデス ク トップや ノー ト利 用者 も入 っている。 同図 では、集 計 した全体

(304票)か ら見た と きに、 それぞ れが どの様 な比 率 に なるか も示 してい る。 その図 に よる と、市

民 の21.7%は デ ス ク トップパ ソコ ンのみ を利用 して イ ンターネ ッ トを行 ってお り、デス ク トップ と

ノ ー トのみ を利 用 して い るの は6.2鰍 ノ ー トの み を利用 してい るの は8 .2%、 モ バ イ ル利 用者 は

5.6%で あ る。 この様 に して市民層 の構成 比 を直接知 るこ とが 出来 る。

付図4イ ンターネッ トの利用機器

インターネッ}利用Nニ130

全体Nニ304

0
』20

40

ロ デ ス ク トップのみ 黶iテ"ス外ッブ+ノー}のみ 戀 ノー トのみ

60

比率%

目PDA・携帯も利用

80

藁 非利用

100
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(3)ホ ームペ ージの利用時間

利用機器において移動電話のみの利用者を除外 した人のホームページ利用時間を付図5に 示す。

市民層で見ると、市民の約1/4(25.2%)の 人は3時 間/週 未満の利用で、3時 間以上の人は12.2%

となっている。利用 しない人は4%で ある。37.4%の 市民がホームページを見ている。なおインタ

ーネット利用者の平均利用時間は推定で3 .5時間/週 である。

付図5ホ ームページの利用時間(移 動電話のみを除外)

インターネッ俐 用者Nニ128

全体Nニ304

0 20

□1時 間個来満 戀3～10時 間 頒 耒満

圜1～ 畤 間ノ週未満 錫1(畤 間 膕 以上

406080

比率%

竅 ほとんど見ない 蓬 非利用

9]無 回答

100

(4)電 子メールの利用時間

電子メールの利用時間(読 み書 き時間)を 付図6に 示す。市民層で見ると、市民の約30%は3時

間/週 未満の時間を電子メールに利用 している。3時 間以上 となると大分利用者 は減少 し、12.2%

である。なおインターネット利用者の平均利用時間は推定で3.2時 間/週 である。

付図6電 子 メールの利用時間

インターネッ俐 用 者Nニ128

全体N=304

0 20

□ 塒 間趨 未満 §§3ト》1畤 間魍 未満

閣1～ 塒 間廻 未満 貂1畤 間∠週以上

(5)イ ンターネッ トの利用場所

406080

比率%

糶 ほとんど見ない 箋 非利用

9]無 回答

100

インターネットの利用場所の調査結果を付図6に 示す。市民層としては、家庭のみが17.4%、 家

庭 と職場 ・学校などの両方で利用 しているものの家庭の方が時間が長い人が6.1%、 職場 ・学校な

どの方が長い人が12.5%、 職場 ・学校 などだけの人が6.1%で ある。大 きく2分 すると、家庭中心

が235%。 職;場 ・学校などが中心が18.6%で ある。家庭が多いものの、職場 ・学校 などでの利用 も

相当に多いことが分かる。
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付図7イ ンターネッ トの利用場所

インターネッ俐 用者Nニ ヱ28

全 体N=128

□ 家庭のみ

0

國 家庭≧職場 ・学校

204060

比率%

蕊§家庭く職場 ・学校 國 職場・学校のみ

80

濤 非利用

100

3.移 動電話

(1)移 動電話の利用

市民層で見た移動電話の利用 を付図8に 示 している。利用比率は51.3%で 、半分強が利用 してい

る。機種では携帯電話が断然多 く40.1%、PHSが8 .6%、 少ないなが ら両方利用 している人が2.6%

である。移動電話の普及の高さを確認できる。

付図8移 動電話の利用者

全 体(N=304)

0

口 携帯のみ

20

圃PHSの み

4060

,・比 率%7

鱶 両 方 利 用 圀 非利 用

80 10σ

移動電話の利用 目的を付図9に 示す。目的を私用か仕事用かに分けてみる と、私用 中心の人ほ

「全部私用」 ζ 「主 として私用」の合計で、市民層で見 ると言1.2%、「ほぼ同じ」の人は11.5%、 そ

れに対 して仕事 中心の人は一「主 として仕事」 と 「全蔀仕事」の合計で、8 .2乾で南る。移動電話は

明らかに私用中心で利用 されている。

付図9移 動電話の利用 目的

移動電話全体Nニ ユ56

全体Nニ304

0

囗 全部私用
圜 主として私用

20406080

比率%

慧 私用と仕事が半々 鍛 全部仕事

協 主として仕事1:;:]無 回答

∈彗非利用者

.100
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(3)移 動電話の利用頻度

肚 事中心」の利酵 を除外 して}私 用の通話に齟 する・通話の利用頻摩 イ寸即 に示す・

利用頻度は人により様 々であるが、市民の31.0%は1日2回 以下の利用で、11.5%は3回 以上の利用

水準である。利用者の平均利用回数を推定すると、2.2回程度である。

付図10私 用での移動電話の利用頻度

私用利用全体 翫130

全体Nニ304

0 20

□1回 ノ日未 満 驥1ン 》4回 汨

團1～2回/日Z5・ 》9回/日

40

比率%

臻10回/日 以上

□ 無回答

60

碧 非該当 ・

80 100

(4)移 動電話のメール利用

「仕事 中心」 を除外 した移動電話の利用者の電話機のメール機能の有無 を付図11に 示す。市民

の16.3%は ショー トメールな どと呼 ばれる電話会社固有のメールのみを利用出来、10.0%は 最近は

eメ ールと呼ばれるインターネットのメールを利用出来、2.4%は 両方出来るとなっている。14。0%

はメール機能がないとの回答である。利用出来る3種 類の合計は28.7%な ので、市民の3割 弱はメ

ールを利用出来る状況にある。

付図11私 用での移動電話のメール機能の有無

私用利用全体Nr130

全体 翫304

0 20

口1回/日 未満 驥3～4回/日

屡1～2回/日 圀5～ 蛔 汨

40

比率%

縁1蛔/日 以上

口 無回等

60

自 非該当

80 100

次 にメールの利用頻度(受 発信数)を 付図12に 示す。市民の5.6%は メール機能があって もメー

ルを使って居 らず、それを除 くと市民の2割(2q.f%)が メールを利用 している。タール利用者の

約半分である16.5%は1日2回 以下の利用水準 にあり、3回 以上は残 りの半分(9.6%)で ある。利用

者だけで利用頻度の平均を推定す ると、約4.2回/日 である。つ まり市民の2割 が4.2回/日 の受発

信 をしている ということになる。
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付図12私 用 での移動電話のメール利用頻度

メー1磯能 全体N=78

全 体Nニ304

020406080100

比率%

□1回/日未満 島1～膕1日"ト 蛔 ノ日 翅 卜 蛔/日 芻 蛔 ∠日以上□ 使わない 鬻 非該当

(5)移 動電話のウェブ利用

「仕事中心」 を除外 した移動電話の利用者の電話機 のウェブ機能の有無を付図13に 示す。同図

の よると約4割 の移動電話ではウェブが利用出来るにす ぎず、市民層 としては17.1%で 利用出来る

に過 ぎない。この様 に移動電話のウェブ利用はまだ普及の駆け出し段階にある。

次にウェブの利用頻度を付図14に 示す。ウェブ利用可納車の うちでも市民の7 .0%は ウェブを利

用 して居 らず、それを除 くと市民の1割(10.1%)が ウェブを利用 しているに過 ぎない。iモ ー ドなど

のウェブ利用が喧伝 されてはいるものの、利用者はかな り少ない水準にある。次に利用頻度だが、

「日常的に利用 している」 という言葉に該当する 「数回/週 」以上を求めると6.8%で ある。 これが

日常的にウェブを利用 している層 と考えられる。日常的なウェブ利用層はさらに小 さいものであ

る。「ほ とん ど見ない」7%の 層を除いて、ウェブ利用者だけで利用頻度の平均 を推定すると、約
4.9回/週 である。つまり市民の1割 が4.9回/週 の頻度でウェブを利用 しているということになる。

付図13私 用での移動電話のウェブ機能の有無

私用利用全体Nニ130

全 体N=304

□Webを 見られる 1コWebを見 られない 濺 無回答 靄 非該当

付図14私 用での移動電話の ウユ:ブ利用頻度

ウェブ機能全体N=52

全 体N=304

□ 数回/日以上

【:コ1回/日程度

趣 数回錮

脇 数回/月
葱1回/月 以下 自 非該当

口 ほとんど見ない

0
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